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令和４年のトピックス 

 

❶ 死亡災害は前年から４人増 

 

❷ 墜落・転落による死亡災害が増加 

 

❸ 50 歳以上の高年齢労働者の死亡災害が多い 

 

❹ 死傷災害は前年より大幅に増加し、第三次産業が大幅に増加 

 

❺ 第三次産業の死傷災害件数が最も多い 

 

❻ 昨年より中小規模事業場における死傷災害の割合が低下 

 

❼ 新型コロナウイルス感染症関係による死傷災害が最も多い 

  



 

１ 死亡災害は前年から４人増 
令和４年の労働災害による死亡者数は 11 人と、令和３年から４人増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 墜落・転落による死亡災害が増加 

令和４年の死亡災害 11 人の事故の型は、「墜落・転落」が３人、「はさまれ・巻き込ま

れ」及び「交通事故」が２人、「飛来・落下」「激突され」「おぼれ」及び「その他」が１

人だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 50 歳以上の高年齢労働者の死亡災害が多い 
令和４年の死亡災害の被災者を年齢別に見ると、10 歳代が１人、20 歳代が２人、40

歳代が１人、50 歳代が５人、60 歳代が２人だった。 
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うち新型コロナウイルス  
感染症関係  26 

４ 死傷災害は前年より大幅に増加し、第三次産業も大幅に増加 
滋賀県内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は、令和元年に減少したものの、

その後３年連続して増加しており、令和４年は全産業で 3,175 人と、前年に比べ 1,510

（+90.7％）の大幅な増加となった。 

業種ごとの内訳では、製造業が 438 人（前年比-15.1％）、建設業が 172 人（前年比

+2.4％）、運輸交通業が 153 人（前年比-2.5％）、第三次産業が 2,261 人（+224.4％）と

大幅な増加となっている。 
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※破線はコロナ含まず
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※「労働者死傷病報告」（死亡及び休業４日以上）による。 

うち新型コロナウイルス  
感染症関係  1,672 

うち新型コロナウイルス  
感染症関係  226 

うち新型コロナウイルス  
感染症関係  57 

 
 
第三次産業の内訳  
〇社会福祉施設：900 
〇医療保険業：799 
〇商業：205 
〇接客娯楽業：110 
〇上記以外：247 

うち新型コロナウイルス  
感染症関係  5 

うち新型コロナウイルス  
感染症関係  2 

うち新型コロナウイルス  感染症関係  1572 



 

５ 第三次産業の死傷災害件数が最も多い 
休業４日以上の死傷者数は、第三次産業の占める割合が 71.2％と最も多く、次いで製

造業（13.8％）、建設業（5.4％）、運輸交通業（4.8％）の順になっている。 

第三次産業の内訳を見ると、2,261 人中、社会福祉施設（900 人）、医療保険業（799

人）、商業（205 人）、接客娯楽業（110 人）、清掃業（65 人）の順で多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「労働者死傷病報告」（死亡及び休業４日以上）による。 

６ 昨年より中小規模事業場における死傷災害の割合が低下 
令和４年の休業４日以上の死傷災害を事業場規模別で見ると、労働者数 50 人未満の

規模の事業場で全体の 44.7％（1,418 人）を占めるものの昨年（57.2%）より割合は低下。  

規模別の年千人率は、労働者数 50 人以上の規模の事業場で事業場全体の年千率より

も高い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「労働者死傷病報告」（死亡及び休業４日以上）による。 
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※死傷者数は「労働者死傷病報告」（死亡及び休業 4 日以上）による。 

※「令和２年度滋賀県統計書」（滋賀県／「国勢調査報告」総務省統計局） 



 

７ 新型コロナウイルス感染症関係による死傷災害が最も多い 
令和４年の死傷災害を事故の型別で見ると、1,672 人の新型コロナウイルス感染症関

係が含まれている「その他」が最も多く、これ以外では、「転倒」、「動作の反動・無理な

動作」、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込まれ」の順となっている。 

また、起因物別で見ると、同様に 1,672 人の新型コロナウイルス感染症関係が含まれ

ている「その他」が最も多く、これ以外では、「仮設物・建築物・構築物等」、「環境等」、

「用具」、「動力運搬機」の順となっている。 
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１ 死亡災害の推移 
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２ 死亡災害の概要（令和４年全件） 

番 

号 

業  種 

（規模） 

発生月 

時間帯 
事故の型 

被災者の職種 

年代 
発    生    概    要 

1 
貨物自動車運送業 

（14名） 

2月 

5時頃 
墜落・転落 

運転者 

50歳代 

貨物自動車を運転し、高速道路を走行中、前方を走行する車両に追突するのを防ぐため急ブ

レーキを掛け、ハンドルを右に切ったところ、運転していた貨物自動車が横転した。貨物自動車

から救出された運転者は、緊急電話を使用するため路肩を歩いていたところ、路肩の側壁を乗

り越え、約12 メートル下の地面に墜落したもの。 

2 
その他の卸売業 

（10名） 

3月 

11時頃 
激突され 

作業者 

50歳代 

作業者が場内を歩行していたところ、梱包した段ボールに向かって走行していたフォークリフト

が、歩行者に接触し、作業者がフォークリフトの下敷きとなったもの。 

3 
可塑物製品製造業 

（89名） 

4月 

9時頃 
おぼれ 

作業者 

60歳代 

工場敷地内の浄化槽の水面に浮かでいる被災者を同僚労働者が発見、搬送先の病院で死亡

が確認されたもの。浄化槽は複数の槽から構成されており、被災者が槽上に架設された通路

上から槽内の異常を確認していたところ、何らかの理由により誤って槽内に転落したものと推

定される。 

4 
産業廃棄物処理業 

（22名） 

6月 

15時頃 
墜落・転落 

運転者 

50歳代 

散水車を運転し、事業場敷地内の解体部材の捨場に散水後、幅員7メートルの斜路を後進し

ながら下っていたところ、後輪が路肩に乗り上げ、高さ約4メートルの法面下に転落、運転席窓

から投げ出された上半身が地面と車体の間にはさまれたもの。 

5 
橋梁建設工事業 

（8名） 

7月 

13時頃 
飛来・落下 

作業者 

10歳代 

橋脚深礎工事において、地上から深さ約10 メートルの深礎底部で落下した結束線等の清掃作

業を行っていたところ、主鉄筋に結束線により仮止めしていたフープ筋（重量480ｋｇ）25組が頭

上に落下し、窒息死したもの。 

6 
警備業 

（41名） 

7月 

13時頃 
その他 

警備員 

60歳代 

屋外工事現場で工事車両の誘導業務に従事し、午前の業務を終え、現場に止めていた自家用

車にて休憩していたところ、自家用車の脇に横たわった状態で発見された。医療機関へ救急搬

送されたが、6日後、熱中症に起因する肺炎を発症し、死亡したもの。 

7 
貨物自動車運送業 

（60名） 

8月 

3時頃 

交通事故 

（道路） 

運転者 

50歳代 

高速道路を10ｔトラックで走行中、左カーブで路肩付近に駐車していたトラックに追突し、死亡し

たもの。 

8 
パルプ・紙製造業 

（128名） 

9月 

2時頃 

はさまれ 

巻き込まれ 

作業者 

20代 

工場倉庫内で天井クレーンによりロール紙を積み上げる作業を行っていたところ、直前に積み

上げたロール紙に歯止めを設置していなかったために積み上げたロール紙が崩壊し、荷役し

ていたロール紙を押し込んだため、ロール紙と背後の鉄柵との間にはさまれた。被災者は、そ

の状態から逃れようと、荷役していたロール紙を巻き上げたところ、当該ロール紙の重量が被

災者を圧迫し、死亡したもの。 

9 
塗料製造業 

（81名） 

9月 

13時頃 

はさまれ 

巻き込まれ 

作業者 

20代 

塗料製造の仕込み作業中、撹拌機に袋内に入っていた顔料（1袋10㎏）を手作業で投入して

いたところ、当該撹拌機内で逆さの状態で発見されたもの。被災者の左肩部から先が切断され

ており、投入時に撹拌機の可動部分に左手が巻き込まれ、撹拌機内に転落したものと推定さ

れる。 

10 
新聞販売業 

（30名） 

11月 

5時頃 

交通事故 

（道路） 

配達員 

40代 

バイクで朝刊の配達業務に従事していたところ、信号機のない交差点を右折しようとしたとこ

ろ、右前方角にあった民家と道路の間にあった水路にバイクごと突っ込み、溺死したものと推

定される。 

11 

その他の建築工事

業 

（1名） 

12月 

13時頃 
墜落・転落 

作業者 

50代 

 鉄骨造倉庫の屋根敷設工事で、屋根上で屋根材のボルト締め付け作業を行っていたところ、

約11ｍ下方のコンクリート上に墜落、意識不明の状態で病院に搬送され、令和５年１月に死亡

したもの。 現場に手すりや親綱等は設置されておらず、屋根上での作業中に屋根端部から墜

落したものと推定される。 
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     ※本資料は、県内等での同種災害の再発防止に資することを目的に作成しています。 

       速報性を重視しているため、今後において加筆・修正を行う場合があります。 



 

３ 労働災害発生状況の推移 
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昭和26年～昭和47年

休業8日以上の死傷者数

（労働者死傷病報告によ

（人）

全産業

製造業

建設業

昭和48年～平成4年

休業4日以上の死傷者数

（労災給付データによる）

平成5年～

休業4日以上の死傷者数

（労働者死傷病報告による）

昭和 平成 令和

-
8
-
 



  

食料品製造業 81 75 77 (1) 87 (1) 76 75 67 67 72 82

繊維工業 15 15 15 7 17 22 17 (1) 10 25 19

衣服・その他の繊維製品製造業 12 8 7 5 2 2 3 5 2 6

木材･木製品製造業 14 16 13 9 7 (1) 15 (1) 19 (1) 13 19 13

家具･装備品製造業 3 7 6 5 2 1 3 3 6 6

パルプ･紙･紙加工品製造業 (1) 13 17 11 10 9 11 12 14 15 (1) 19

印刷･製本業 6 7 (1) 14 10 9 17 3 11 (1) 6 6

化学工業 67 64 41 57 (1) 68 55 (1) 66 56 (1) 51 (2) 53

窯業土石製品製造業 42 33 36 (1) 27 (1) 35 26 37 (1) 26 (1) 22 22

鉄鋼業 11 7 9 13 10 4 8 3 8 1

非鉄金属製造業 6 7 5 10 6 9 7 3 6 7

金属製品製造業 (1) 76 77 58 (1) 60 (1) 72 64 (1) 60 (1) 41 66 60

一般機械器具製造業 38 30 38 38 31 (1) 45 (1) 29 (1) 37 (1) 84 46

電気機械器具製造業 33 39 30 (1) 41 28 38 30 25 40 44

輸送用機械器具製造業 25 21 29 (1) 21 20 23 18 23 60 34

電気･ガス･水道業 1 1 2 1 2 1

その他製造業 19 (1) 28 31 13 14 31 16 28 (1) 32 19

［　　 製造業計　　］ (2) 462 (1) 451 (1) 420 (5) 414 (4) 406 (2) 438 (4) 397 (5) 366 (5) 516 (3) 438

3 2 3 1 1 1 2 1 2

土木工事業 (1) 25 (1) 31 30 23 21 (1) 25 (1) 29 (1) 28 (1) 42 (1) 38

建築工事業 (1) 79 (1) 94 (2) 87 (3) 62 (1) 65 58 66 (1) 88 68 (1) 84

（内  木造家屋建築工事業） 29 (1) 37 (1) 25 29 18 20 20 (1) 20 20 27

その他の建設業 (1) 40 30 32 33 (2) 38 (2) 44 (1) 53 (1) 32 58 50

［　　建設業計　　］ (3) 144 (2) 155 (2) 149 (3) 118 (3) 124 (3) 127 (2) 148 (3) 148 (1) 168 (2) 172

道路旅客運送業･その他 22 14 16 19 14 (1) 14 16 16 19 14

道路貨物運送業 166 (1) 147 (2) 139 (1) 162 125 155 127 (1) 136 138 (2) 139

[　　運輸交通業計　　］ 188 (1) 161 (2) 155 (1) 181 139 (1) 169 143 (1) 152 157 (2) 153

9 3 1 8 4 9 6 2 10 10

10 (1) 9 8 10 9 7 (1) 8 (1) 15 8 15

17 (2) 14 10 4 11 15 (1) 5 3 8 5

(1) 89 96 (1) 103 (1) 92 (1) 109 95 91 98 100 119

(6) 500 (3) 515 (2) 511 (6) 524 (1) 539 (5) 542 (2) 577 (6) 678 (1) 697 (4) 2261

31 18 24 27 22 34 22 53 62 799

90 96 75 90 75 87 100 163 146 900

46 (1) 56 57 (2) 51 53 59 60 50 55 (1) 65

(1) 170 (2) 147 (1) 176 (3) 187 (1) 199 (2) 195 (2) 200 (1) 204 (1) 202 (2) 205

(1) 87 116 (1) 90 (1) 99 100 (1) 82 91 (1) 103 89 110

(12) 1,422 (10) 1,404 (8) 1,359 (16) 1,354 (9) 1,342 (11) 1,403 (10) 1,376 (16) 1,464 (7) 1,665 (11) 3,175

4　年別・業種別労働災害発生状況（過去10年）

   （内  社会福祉施設）

建

設
業

運

輸

交

通

業

27

貨物取扱業

元 2 3

製
　

造
　
業

その他の事業

   （内  医療保健業）

29 30 4

（　）内は死亡者数を内数で表示

28

   （内  接客娯楽業）

鉱　　業

26

水産･畜産業

***  合   計  ***

25

林          業

   （内  商   業）

   （内  清掃・と畜業）

 農          業

年別

業種

-9- 



 
 

（参考）

（全国）

（年千人率）

R4 R3 R3 R4 R3 R4 R3 R4 R3 R4 R3

食料品製造業 8.20 7.20 6.5 3.00 2.30 0.30 0.90 1.00 0.40 1.90 1.80 9,995      

繊維工業 4.31 5.67 1.9 0.00 0.00 0.45 0.23 0.00 0.45 1.81 1.81 4,409      

衣服・その他の繊維製品製造業 1.64 0.55 - 0.27 0.00 0.27 0.27 0.00 0.00 0.55 0.27 3,660      

木材･木製品製造業 10.59 15.48 12.5 0.00 3.26 0.00 1.63 0.00 1.63 3.26 2.44 1,227      

家具･装備品製造業 3.15 3.15 3.6 0.53 0.53 0.00 0.53 0.00 0.53 1.05 1.05 1,903      

パルプ･紙･紙加工品製造業 6.35 5.01 3.6 1.34 0.67 0.67 0.33 2.34 0.67 2.00 1.67 2,994      

印刷･製本業 1.82 1.82 1.5 0.30 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.91 0.61 3,305      

化学工業 2.00 1.92 1.7 0.60 0.26 0.23 0.19 0.19 0.26 0.45 0.90 26,526    

窯業土石製品製造業 2.67 2.67 4.7 0.61 0.61 0.48 0.48 0.36 0.24 0.61 0.73 8,248      

鉄鋼業 0.61 4.88 3.1 0.61 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.44 1,638      

非鉄金属製造業 2.89 2.48 2.2 0.41 0.00 0.00 0.41 0.83 0.00 1.24 0.41 2,424      

金属製品製造業 5.93 6.52 5.2 0.79 0.59 0.30 0.49 0.30 0.69 1.88 1.68 10,125    

一般機械器具製造業 1.84 3.37 1.4 0.20 0.44 0.04 0.04 0.44 0.32 0.56 0.48 24,939    

電気機械器具製造業 1.21 1.10 0.9 0.44 0.36 0.00 0.05 0.25 0.11 0.19 0.14 36,495    

輸送用機械器具製造業 2.50 4.41 1.6 0.59 0.44 0.00 0.07 0.29 0.37 0.37 0.59 13,591    

電気･ガス･水道業 2.16 4.33 0.8 0.00 0.00 2.16 2.16 0.00 2.16 0.00 0.00 462        

その他製造業 1.83 3.08 - 0.58 0.39 0.19 0.39 0.19 0.67 0.19 0.58 10,382    

［　　 製造業計　　］ 2.70 3.18 2.9 0.63 0.51 0.15 0.24 0.34 0.32 0.68 0.75 162,323   

25.32 12.66 10.8 0.00 0.00 0.00 12.66 0.00 0.00 12.66 0.00 79         

7.81 7.62 4.9 1.13 0.91 2.41 1.54 0.54 0.36 0.86 0.68 22,037    

道路旅客運送業･その他 2.16 2.93 - 0.62 0.93 0.31 0.00 0.31 0.31 0.15 0.31 6,483      

道路貨物運送業 9.57 9.51 - 1.65 1.65 2.82 2.62 1.38 1.58 0.83 1.10 14,517    

[　　運輸交通業計　　］ 7.29 7.48 7.0 1.33 1.43 2.05 1.81 1.05 1.19 0.62 0.86 21,000    

8.13 8.13 - 1.63 4.07 2.44 2.44 2.44 0.81 1.63 0.81 1,230      

6.42 3.42 5.9 0.86 0.86 0.43 0.86 0.00 0.00 0.00 0.43 2,336      

36.23 57.97 24.7 14.49 7.25 0.00 7.25 14.49 7.25 0.00 7.25 138        

64.25 54.00 - 11.88 9.72 19.98 15.66 11.34 6.48 2.16 4.32 1,852      

6.41 1.98 - 0.69 0.53 0.13 0.22 0.31 0.38 0.10 0.11 352,651   

（内　医療保健業） 24.17 1.88 - 0.30 0.42 0.06 0.06 0.33 0.51 0.06 0.03 33,051    

23.88 3.87 - 1.27 0.82 0.13 0.29 0.98 1.30 0.11 0.13 37,682    

7.14 6.04 - 2.75 2.20 0.66 1.10 0.77 0.44 0.66 0.55 9,104      

1.84 1.81 2.2 0.64 0.44 0.15 0.23 0.25 0.32 0.13 0.13 111,715   

2.43 1.97 2.8 0.93 0.64 0.15 0.15 0.29 0.11 0.02 0.09 45,242    

6.19 3.24 2.7 0.83 0.67 0.41 0.43 0.44 0.45 0.36 0.40 513,310   ***  合   計  ***

水産･畜産業

その他の事業

※死傷者数は「労働者死傷病報告（死亡及び休業4日以上）による。
※労働者数は、総務省統計局「経済センサス－基礎調査（2014年）」について、業種区分を組

　 み替えたものを用いた。ただし、水産・畜産業については業種区分の組み替えが困難なた
 　め、本統計作成時点で滋賀労働局で把握している労働者数を用いた。
※全国の年千人率は厚生労働省「職場のあんぜんサイト」による。

千人率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1000

貨物取扱業

 農          業

林          業

       （内  社会福祉施設）

　　　 （内  清掃業）

        （内  商   業）

　　（内  接客娯楽業）

5　業種別・事故の型別　年千人率　（滋賀県　令和４年・令和３年）

業　　種

製

　
造

　
業

鉱　　業

運
輸

交
通
業

労働者数

転　倒

（年千人率）

墜落・転落

（年千人率）

動作の反動・

無理な動作

（年千人率）

はさまれ・

巻き込まれ

（年千人率）

全　災　害

（年千人率）

建　設　業

労働災害による死傷者数

労働者数
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７  業種別・署別労働災害発生状況   （労働者死傷病報告に基づく）（休業4日以上）   発生期間 令和4年1月1日～令和4年12月31日   令和5年3月末日〔確定〕

増減 増減率 増減 増減率 増減 増減率 増減 増減率 本年 前年同期 増減

食料品製造業 82 72 + 10 + 13.9 39 34 + 5 + 14.7 16 22 - 6 - 27.3 27 16 + 11 + 68.8 ±0

繊維工業 19 25 - 6 - 24.0 11 5 + 6 + 120.0 5 13 - 8 - 61.5 3 7 - 4 - 57.1 7 9 - 2

衣服・その他の繊維製品製造業 6 2 + 4 + 200.0 2 1 + 1 + 100.0 3 1 + 2 + 200.0 1 + 1 + 100.0 1 + 1

木材･木製品製造業 13 19 - 6 - 31.6 4 - 4 - 100.0 11 8 + 3 + 37.5 2 7 - 5 - 71.4 ±0

家具･装備品製造業 6 6 ±0 ±0 2 + 2 + 200.0 2 2 ±0 ±0 2 4 - 2 - 50.0 1 + 1

パルプ･紙･紙加工品製造業 (1) 19 15 + 4 + 26.7 (1) 10 7 + 3 + 42.9 3 4 - 1 - 25.0 6 4 + 2 + 50.0 ±0

印刷･製本業 6 (1) 6 ±0 ±0 1 + 1 + 100.0 3 3 ±0 ±0 2 (1) 3 - 1 - 33.3 ±0

化学工業 (2) 53 (1) 51 + 2 + 3.9 (2) 12 11 + 1 + 9.1 16 18 - 2 - 11.1 25 (1) 22 + 3 + 13.6 4 + 4

窯業土石製品製造業 22 (1) 22 ±0 ±0 2 4 - 2 - 50.0 4 9 - 5 - 55.6 16 (1) 9 + 7 + 77.8 ±0

鉄鋼業 1 8 - 7 - 87.5 1 2 - 1 - 50.0 ±0 ±0 6 - 6 - 100.0 ±0

非鉄金属製造業 7 6 + 1 + 16.7 3 1 + 2 + 200.0 2 1 + 1 + 100.0 2 4 - 2 - 50.0 2 - 2

金属製品製造業 60 66 - 6 - 9.1 10 7 + 3 + 42.9 15 19 - 4 - 21.1 35 40 - 5 - 12.5 5 8 - 3

一般機械器具製造業 46 (1) 84 - 38 - 45.2 10 17 - 7 - 41.2 20 (1) 18 + 2 + 11.1 16 49 - 33 - 67.3 40 - 40

電気機械器具製造業 44 40 + 4 + 10.0 19 24 - 5 - 20.8 12 6 + 6 + 100.0 13 10 + 3 + 30.0 2 6 - 4

輸送用機械器具製造業 34 60 - 26 - 43.3 3 10 - 7 - 70.0 15 13 + 2 + 15.4 16 37 - 21 - 56.8 6 34 - 28

電気･ガス･水道業 1 2 - 1 - 50.0 1 2 - 1 - 50.0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

その他製造業 19 (1) 32 - 13 - 40.6 8 16 - 8 - 50.0 4 (1) 5 - 1 - 20.0 7 11 - 4 - 36.4 ±0

［・・   製造業計   ・・］ (3) 438 (5) 516 - 78 - 15.1 (3) 134 145 - 11 - 7.6 131 (2) 142 - 11 - 7.7 173 (3) 229 - 56 - 24.5 26 99 - 73

・・鉱業・・ 2 1 + 1 + 100.0 ±0 ±0 1 + 1 + 100.0 1 1 ±0 ±0 ±0

土木工事業 (1) 38 (1) 42 - 4 - 9.5 (1) 21 (1) 32 - 11 - 34.4 9 6 + 3 + 50.0 8 4 + 4 + 100.0 7 - 7

建築工事業 (1) 84 68 + 16 + 23.5 35 36 - 1 - 2.8 21 8 + 13 + 162.5 (1) 28 24 + 4 + 16.7 2 13 - 11

（内  木造家屋建築工事業） 27 20 + 7 + 35.0 9 18 - 9 - 50.0 9 2 + 7 + 350.0 9 + 9 + 900.0 6 - 6

その他の建設業 50 58 - 8 - 13.8 30 17 + 13 + 76.5 13 37 - 24 - 64.9 7 4 + 3 + 75.0 3 30 - 27

［・・   建設業計   ・・］ (2) 172 (1) 168 + 4 + 2.4 (1) 86 (1) 85 + 1 + 1.2 43 51 - 8 - 15.7 (1) 43 32 + 11 + 34.4 5 50 - 45

道路旅客運送業･その他 14 19 - 5 - 26.3 10 13 - 3 - 23.1 3 2 + 1 + 50.0 1 4 - 3 - 75.0 2 7 - 5

道路貨物運送業 (2) 139 138 + 1 + 0.7 (1) 59 57 + 2 + 3.5 (1) 23 30 - 7 - 23.3 57 51 + 6 + 11.8 5 - 5

[・・  運輸交通業計   ・・］ (2) 153 157 - 4 - 2.5 (1) 69 70 - 1 - 1.4 (1) 26 32 - 6 - 18.8 58 55 + 3 + 5.5 2 12 - 10

・・   貨物取扱業   ・・ 10 10 ±0 ±0 4 8 - 4 - 50.0 3 + 3 + 300.0 3 2 + 1 + 50.0 ±0

・・   農          業   ・・ 15 8 + 7 + 87.5 12 5 + 7 + 140.0 1 1 ±0 ±0 2 2 ±0 ±0 5 + 5

・・   林          業   ・・ 5 8 - 3 - 37.5 3 2 + 1 + 50.0 1 3 - 2 - 66.7 1 3 - 2 - 66.7 ±0

・・   水産･畜産業   ・・ 119 100 + 19 + 19.0 92 82 + 10 + 12.2 1 1 ±0 ±0 26 17 + 9 + 52.9 3 - 3

・・　その他の事業　・・ (4) 2,261 (1) 697 + 1,564 + 224.4 (1) 1,126 406 + 720 + 177.3 (2) 597 (1) 139 + 458 + 329.5 (1) 538 152 + 386 + 253.9 1,634 62 + 1,572

   　（内  医療保健業） 799 62 + 737 + 1,188.7 393 39 + 354 + 907.7 264 10 + 254 + 2,540.0 142 13 + 129 + 992.3 765 25 + 740

   　（内  社会福祉施設） 900 146 + 754 + 516.4 431 100 + 331 + 331.0 211 22 + 189 + 859.1 258 24 + 234 + 975.0 780 15 + 765

   　（内  清掃業） (1) 65 55 + 10 + 18.2 (1) 36 30 + 6 + 20.0 18 12 + 6 + 50.0 11 13 - 2 - 15.4 4 + 4

  　 （内  商　 業） (2) 205 (1) 202 + 3 + 1.5 106 107 - 1 - 0.9 (1) 39 (1) 40 - 1 - 2.5 (1) 60 55 + 5 + 9.1 14 7 + 7

  　 （内 接客娯楽業） 110 89 + 21 + 23.6 51 44 + 7 + 15.9 28 25 + 3 + 12.0 31 20 + 11 + 55.0 5 7 - 2

***  合   計  *** (11) 3,175 (7) 1,665 + 1,510 + 90.7 (6) 1,526 (1) 803 + 723 + 90.0 (3) 804 (3) 369 + 435 + 117.9 (2) 845 (3) 493 + 352 + 71.4 1,672 226 + 1,446

死亡災害発生状況

全 産 業 + 4 + 57.1 + 5 + 500.0 ±0 ±0 - 1 - 33.3

製 造 業 - 2 - 40.0

鉱 業 ±0 ±0

建 設 業 + 1 + 100.0

交   通   運   輸  事  業 ±0 ±0

陸 上 貨 物 運 送 事 業 + 2 + 200.0

林 業 ±0 ±0

商 業 + 1 + 100.0

そ   の   他   の  事  業 + 2 + 200.0

滋  賀  労  働  局

滋賀全体 大津署 彦根署 東近江署 新型コロナウイルス感染症

本年 前年同期 本年 本年 前年同期

11 7 6 1 3

前年同期 本年 前年同期

3 2 3

3 5

2 1

2

2 1

2

※増減率は、パーセントで表示

（ ）内は、死亡者数で内数で示す

新型コロナウイルス感染症は、統計対象期間中に報告のあった

労働者死傷病報告書の件数
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８　業種別・事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 令和4年1月1日～令和4年12月31日   令和5年3月末日〔確定〕   滋賀労働局

　　　　　　　　　事故の型

業種

墜

落

・

転

落

転

倒

激

突

飛

来

・

落

下

崩

壊

・

倒

壊

激

突

さ

れ

は

さ

ま

れ

・

巻

き

込

ま

れ

切

れ

・

こ

す

れ

踏

み

抜

き

お

ぼ

れ

高

温

・

低

温

の

物

と

の

接

触

有

害

物

等

と

の

接

触

感

電

爆

発

破

裂

火

災

交

通

事

故

（

道

路

）

交

通

事

故

（

そ

の

他

）

動

作

の

反

動

・

無

理

な

動

作

そ

の

他

分

類

不

能

計

食料品製造業 3 30 3 1 3 2 19 7 3 1 10 82

繊維工業 2 8 9 19

衣服・その他の繊維製品製造業 1 1 1 2 1 6

木材･木製品製造業 1 4 7 1 13

家具･装備品製造業 1 1 2 1 1 6

パルプ･紙･紙加工品製造業 2 4 6 7 19

印刷･製本業 1 3 2 6

化学工業 6 16 3 1 1 2 12 1 1 1 5 4 53

窯業土石製品製造業 4 5 3 1 5 1 3 22

鉄鋼業 1 1

非鉄金属製造業 1 3 1 2 7

金属製品製造業 3 8 4 7 1 4 19 5 1 3 5 60

一般機械器具製造業 1 5 4 2 2 2 14 1 2 1 1 11 46

電気機械器具製造業 16 2 1 1 1 7 2 1 9 3 1 44

輸送用機械器具製造業 8 1 1 1 3 5 1 2 4 7 1 34

電気･ガス･水道業 1 1

その他の製造業 2 6 1 2 1 1 2 1 1 2 19

［・・   製造業計   ・・］ 25 103 18 20 12 15 111 28 1 1 10 3 1 1 1 56 30 2 438

・・   鉱       業   ・・ 1 1 2

土木工事業 9 5 1 3 2 1 8 2 1 2 3 1 38

建築工事業 33 12 6 8 1 1 6 7 2 1 5 2 84

（内  木造家屋建築工事業） 11 3 2 3 1 1 4 2 27

その他の建設業 11 8 2 2 1 3 5 5 1 2 3 4 3 50

［・・   建設業計   ・・］ 53 25 9 13 4 5 19 14 3 1 3 5 12 6 172

道路旅客運送業･その他 2 4 2 1 1 2 2 14

道路貨物運送業 41 24 16 7 3 4 12 3 7 20 2 139

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 43 28 18 7 3 4 13 3 8 22 4 153

・・   貨物取扱業   ・・ 3 2 2 3 10

・・   農       業   ・・ 1 2 1 2 1 1 1 6 15

・・   林       業   ・・ 2 1 2 5

・・   水産･畜産業   ・・ 37 22 6 27 4 1 1 21 119

・・　その他の事業　・・ 47 243 39 18 4 32 34 38 1 21 26 109 1,647 2 2,261

    (内　医療保険業) 2 10 4 1 4 2 11 765 799

    (内　社会福祉施設) 5 48 4 1 8 4 2 1 3 37 787 900

   （内  清掃業） 6 25 4 2 4 6 3 2 1 7 5 65

   （内  商  業） 17 71 14 9 6 14 14 1 5 7 28 18 1 205

   （内  接客娯楽業） 7 42 7 3 1 4 1 16 9 2 13 5 110

***  合   計  *** 209 427 91 58 24 86 184 85 4 2 33 4 4 1 41 225 1,693 4 3,175
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９　業種別・起因物別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 令和4年1月1日～令和4年12月31日   令和5年3月末日〔確定〕   滋賀労働局

　　　　　　　　　　起因物

業種

原

動

機

動

力

伝

導

機

構

木

材

加

工

用

機

械

建

設

用

機

械

金

属

加

工

用

機

械

一

般

動

力

機

械

車

両

系

木

材

伐

出

機

械

等

動

力

ク

レ

ー

ン

等

動

力

運

搬

機

乗

物

圧

力

容

器

化

学

設

備

溶

接

装

置

炉

・

窯

等

電

気

設

備

人

力

機

械

工

具

等

用

具

そ

の

他

の

装

置

・

設

備

仮

設

物

・

構

築

物

・

建

築

物

危

険

物

・

有

害

物

等

材

料

荷

環

境

等

そ

の

他

の

起

因

物

起

因

物

な

し

分

類

不

能

計

食料品製造業 1 18 4 1 11 8 2 21 2 3 3 5 2 1 82

繊維工業 8 1 9 1 19

衣服・その他の繊維製品製造業 2 2 1 1 6

木材･木製品製造業 5 1 1 1 1 1 3 13

家具･装備品製造業 1 1 1 1 1 1 6

パルプ･紙･紙加工品製造業 3 2 2 3 2 3 1 3 19

印刷･製本業 1 1 1 1 1 1 6

化学工業 1 2 9 5 1 1 2 7 2 8 1 5 3 4 2 53

窯業土石製品製造業 2 1 2 3 3 1 3 2 4 1 22

鉄鋼業 1 1

非鉄金属製造業 2 1 1 1 1 1 7

金属製品製造業 11 2 4 4 1 3 1 5 5 1 1 15 2 5 60

一般機械器具製造業 1 1 6 5 3 1 5 5 2 3 3 3 4 2 2 46

電気機械器具製造業 1 2 4 1 2 2 7 11 1 3 1 3 2 4 44

輸送用機械器具製造業 2 3 3 2 3 4 2 1 1 4 2 6 1 34

電気･ガス･水道業 1 1

その他の製造業 1 1 4 1 1 4 1 2 2 1 1 19

［・・   製造業計   ・・］ 4 10 26 59 8 32 3 5 1 3 30 48 11 55 10 41 23 23 31 14 1 438

・・   鉱       業   ・・ 1 1 2

土木工事業 1 9 1 1 4 1 2 9 4 6 38

建築工事業 6 2 4 5 1 5 10 3 32 9 5 2 84

（内  木造家屋建築工事業） 4 1 2 1 2 3 11 2 1 27

その他の建設業 3 2 1 1 5 2 2 3 4 3 13 2 1 4 3 1 50

［・・   建設業計   ・・］ 7 14 2 2 6 14 4 2 8 16 6 54 15 1 15 5 1 172

道路旅客運送業･その他 1 3 1 5 3 1 14

道路貨物運送業 3 64 4 3 12 3 15 7 8 12 1 7 139

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 1 3 64 7 3 13 3 20 7 8 12 4 8 153

・・   貨物取扱業   ・・ 2 4 1 1 1 1 10

・・   農       業   ・・ 1 1 1 2 1 1 2 6 15

・・   林       業   ・・ 1 1 1 1 1 5

・・   水産･畜産業   ・・ 1 2 1 4 1 109 1 119

・・ 　その他の事業 　・・ 2 1 2 18 4 24 46 1 36 90 20 157 5 6 31 83 1,686 48 1 2,261

    (内　医療保険業） 2 9 4 7 2 3 768 4 799

    (内　社会福祉施設） 3 7 1 5 15 3 30 13 809 14 900

   （内  清掃業） 1 4 8 2 4 8 3 13 1 5 8 6 2 65

   （内  商  業） 1 7 4 10 12 14 29 6 47 2 17 23 21 12 205

   （内  接客娯楽業） 1 1 1 5 5 22 2 29 3 3 3 15 13 7 110

***  合   計  *** 5 21 16 30 80 21 137 61 5 1 6 79 172 40 294 16 72 65 247 1,732 73 2 3,175
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